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広告戦略の文化的差異

日本 とタイの テ レビ広告の比較m

Piya Pongsapitaksanti

は じめに

本研究は、日本 とタイにおけるテ レビコマーシャルの広告戦略 を比較する ものである。

ここでい う広告戦略 とは、「デザ インされるべ きメッセー ジの一般的な性質お よび性格 を

特定化 させ るための、ポ リシーあるいは方向付 けの原則」(Frazer1983)を 意味す る。つ

まり、広告戦略あるいは創造的な戦略は、広告制作 にかかわる 「どの ように伝 えるべ きか」

よ り、む しろ、広告において 「何 を伝 えるべ きか」 に関わっている問題であると考 えられ

る。

なかで も、本橋で重点的に扱 うのは、広告戦略における 「標準化」対 「地域化」 の問題

である。 この問題をめ ぐっては、Elinder(1961)以 来、長期間にわたって論争が続いて

お り、 また多 くの理論的分析や経験 的研 究が行われて きた。 しか し、議論に決着をつける

ような研究は、いまだ提 出されていない。本論文で、この長い論争に決着をつけるための、

小 さな一歩を踏み出すことを目指 したい と思 う。

また、本研究 は、こうした広告戦略 という観点か ら、日本 とタイを比較の対象 としてい

る点 にも特色がある。 これまで、日本における広告戦略 をめ ぐる比較研究は数多 くなされ

て きたが、そのほ とん どが、日本 とアメリカの比較 をした ものである。日本 とアジァ諸国、

特に東南 アジア地域の広告 を比較 した広告研究はほとんどない。 タイとい う、 これまで比

較対象 として十分光が当て られてこなかった社会における広告を取 り扱 うことで、 これま

でにない新 しい発見が期待で きるのではないかと考えている。

さ らに、「標準化」対 「地域化」 という視点か ら広告戦略を考察する とき、当然のこと

なが ら現在のグローバ リゼー ションの影響 を考慮せ ざるをえない。 グローバ リゼーション

の進行は、明 らかに広告における 「標準化」の流れ と親和的である。 しか し、 グローバ リ

lPこ の研 究は 「吉田秀雄記念事業財団」か らの助成 金に よる ものである
。
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図1メ デ ィアにおけるグローバリゼーションと地域化の文化、視聴者、広告に与える影響

ゼ ー シ ョ ンの 展 開 が 、 地 ノ∫で 、 一層 の 「地 域 化 」 と い う ・種 の リア ク シ ョ ンを 生 み だ しつ

つ あ る こ と も よ く知 ら れ て い る、、 グ ロ ー バ リゼ ー シ ョ ン と地 域 化 は 、 と き に 反 発 しつ つ 、

結 び つ き 、 当 該 地 域 に お け る 広 告 戦 略 に 影 響 を 与 え て い る の で あ る 。 こ こで 、 グ ロ ー バ リ

ゼ ー シ ョ ン と地 域 化 が 、 文 化 、 視 聴 者 、 広 告 に 与 え る 影 響 を 、 本 稿 の 視 点 を 図 で 示 せ ば 、

図1の よ う に な る だ ろ う、、

本 研 究 の 具体rl勺対 象 は 、 テ レ ビ コマ ー シ ャ ルで あ る 、,li本 と タ イ の 全 国 的 な テ レ ビの 所

有 権 の パ ー セ ン テ ー ジ は き わ め て 高 く(li本:99%、 タ イ:94%.)、 テ レ ビ は 最 も普 及 して

い る 広 告 メ デ ィア で あ る と い え る1、そ れ ゆ え 、 テ レ ビ コ マ ー シ ャ ル は 両 国 に お け る 広 告 を

代 表 して い る と 考 え て もい い だ ろ う、、

以 ヒの よ う な 見 地 に 基 づ き、 本 研 究 に お い て は 、 広 告 戦 略 が ど の よ う に 実 施 され て い る

か に 注llし 、Il本 と タ イの テ レ ビ コ マ ー シ ャ ル に お け る 広 告 対 象(製 品)、 長 さ、 全 体 的

戦 略 と特 定ri9戦1}1各に お け る 類 似 点 と相 違 点 を 明 らか に した い と思 う...

1.グ ローバ リゼ ー シ ョン:広 告 にお け る標 準化 (Standardization) と地域化

(Localization)

Marshall Mcluhan (1964) の 「地球村 (global village) の概念にあるように、電子 コ

ミュ ニ ケ ー シ ョ ン シ ス テ ム の お か げ で 、 我 々 は 世 界 中 の 人 と、 あ た か もお 互 い に 同 じ村 に

住 ん で い る か の よ う に 容 易 に コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ンす る こ と が 可 能 に な っ た 、,こ の よ う に 、
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世界中のコミュニケー ションは同一化 されて きているが、こうしたコ ミュニケーションに

おいては、各地域の文化的相違が重要視されなければならない。

グローバ リゼーションの理論(Giddensl990,McGrewl992,Beck2000)に よれば、グ

ローバ ル な適応 は、 同質化(homogenization)、 分化(differentiation)、 結合化

(combination)と い う3つ の概念に分け られている。

1.同 質化 一標準化:同 じ標準 と実行が世界各地に存在する。

2.分 化 一地域化:地 域的 な差異が重要であ り、あ らゆるコ ミュニケー ションは地域 レ

ベルに適合 させなければな らない。

3.結 合化:「 標準化」の概念と 「地域化」の概念 を1つ にする。例 えば、

大手企業 には、製品の位置付け と製品コンセプ トをコントロールす るための 「広告

バイブル」があるか もしれない。 しか し、それ らの企業 はその地域 に順応するため

に、地域の広告戦略やその実施に自由を与 える。

グローバ リゼーシ ョンの流 れの中で、一般に認め られている主義には、普遍主義、消費

主義、そ して個人主義が挙げ られる。 また、世界中のあ らゆる文化 は、マスコミによって

広 められた 「文化 の同質化」 に影響 されている。 また、経済におけるグローバ リゼーシ ョ

ンも、世界の全 ての国が世界市場 で競争する ことが できる 自由貿易市場 を作 り出 してい

る。

広告の分野 においては、 グローバ リゼーションは、広告の標準化 と地域化の概念を作 り

出 した。その議論が始 まった1960年 代 は、標準化の進展に関 して楽観的な時期であった。

しか し、標準化 された広告その ものはその議論の末期 頃まで一言 も触 れられないままであ

った(RamaprasedandHasegawa1992)。 その証拠 として、外国の広告が与える効果が

国内の広告 よりも低かったことか らも分かる。1970年 代か ら1980年 代初頭にかけては、標

準化 に対 してさらに警戒 したアプローチが採 られるようになった。異なる国の消 費者の意

見の相違、異 なる製品や広告に対する反応の相違が、多 くの研 究で明 らかになった。 その

後、市場 と標準化の区別が明確 にされ、新 しい研究分野、す なわち異 なる国々における広

告 の内容分析研究が行われるようになった。それらの研究結果のほとんどは、文化的相違

を考慮せずに広告の標準化 を行うのは適当ではないことを主張 している。

Alden,SteenkampandBatra(1999)に よると、最近の研究では、標準化 と地域化 に

は三つの重要 な定義が存在す ることが分かっている。それ らは、「地域の消費者の文化の

位置づけ」、「グローバルな文化 の位置づけ」、「海外の消費者 の文化 の位置づ け」であ る。

また、地方化(regionalization)と いう概念 も存在す ることが分かっている。アジア市場

における地域的広告戦略の適用は、生活水準の上昇や各地域における消費者指向が類似 し
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て き た た め 、 大 衆 的 に な っ て きて い る(Tai1998)。

2.文 化の定義

文化 を定義 している研究者 は多い。本研 究では、社 会学 とカルチュラル ・スタデ ィーズ

のアプローチ を用 いる。Kaewthep(2001)は 、社会学の観点か ら、文化は人間と物 質、

人間 と人間、人間 と人間の信条 の産物であると述べている。Lewis(2002)は 、カルチュ

ラル ・ス タデ ィーズのアプローチか ら、 メディア と視聴者の関係に何か重要な接近、 また

は接触があるという点に注 目している。つ まり、文化 とはメディアと視聴者が相互作用 し

た結果、共有 される創造の空間である。図2は 、この相互作用が行われる状態 を表 してい

る。

「メデ ィア製作者」 には、テクス トの形成 に貢献する成員、機関、規制、過程のすべて

が含 まれている。「テクス ト」 には、言語、音響、匂 い、イメー ジな どすべ ての形式が含

まれている。「視聴者」には、生産 または消費などのあ らゆる形式が含 まれている。「構築」

と 「普及」の過程 においては、テクス ト製作者の役割 と責任 と同様、視聴者 による積極的

な働 きかけ と実践が貢献す る。

本研究 は、各国における文化的背景(メ デ ィア製作者、 テクス ト、視聴者、コンテクス

ト)と 広告における文化への影響(歴 史的産業的アプローチ)を 考察 し、 日本 とタイにお

ける文化的類似点と相違点がどのようなものであるか を理解 しようとする試みである。本

研究では、国は同 じ言語 を持つ人々が居住す る地域の国境で区切 られているとし、文化 も

         Culture- Context 

Industry-Producer-Author-Goverance

Audience-Maker-Consumer Text-Product

Culture-Context

図2: Culture, the med is an d meaning-m aking (Lewis, 2002)

Kyoto Journal of Sociology XIII / December 2005



Piya:広 告戦略の文化的差異 89

また国境 によって定義づけることができる と捉 える。

3.異 文化 コミュニケーション 文化 を超 えた非言語的コ ミュニケーシ ョン

Ho偽tede(1984、2001)の 研 究 に導 か れ 、 非 言 語 的 コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ンの 相 違 に 関 す る

研 究 は 、 何 年 もか け て 徐 々 に 学 問 体 系 に 蓄 積 され て きた 。 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン に 関 連 した

文 化 の 側 面 に は 、 主 に 、 即 時 性 、 個 人 主 義 一集 団 主 義 、 ジ ェ ン ダ ー 、 権 力 問 の 距 離 、 不 明

瞭 回 避 、 高 ・低 コ ン テ ク ス トの6つ が あ る(Anderson,Hecht,HooblerandSmallwood

2002)。 こ こ で は 、 重 要 な コ ン テ ク ス ト(Coπ 凄eκの の 概 念(Hall1976,1984)に つ い て 説

明 す る 。

高 コ ン テ ク ス トに お け る コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ンは 、 身 体 的 行 動 、 ま た は 曖 昧 な 情 報 と関 連

して い る 。 日本 の よ う な 高 コ ン テ ク ス ト文 化 で は 、 あ る 行 動 の 意 味 は 内 面 化 さ れ や す く、

非 言 語 的 コー ドが 強 調 さ れ る 。 一 方 、 低 コ ン テ ク ス ト文 化 で は 、 人 々 は 、 純 粋 か つ 明 白 に

コ ー ド化 され た メ ッセ ー ジ を 基 に 、 行 動 の 意 味 を 見 出 そ う と す る 。 低 コ ン テ ク ス トに お け

る メ ッセ ー ジ は 、 高 コ ンテ ク ス トに お け る メ ッセ ー ジ と は 対 照 的 に 、 明 白 な コ ー ドを と も

な っ て 情 報 の ほ と ん ど を 提 供 して い る(Hall1976)。

異 な る 言 語 は 、 異 な る コ ンテ ク ス トに お い て 多 様 性 を生 み 出す 。Hall(1976,1984)は 、

高 コ ンテ ク ス ト文 化 と低 コ ンテ ク ス ト文 化 の 相 違 を次 の よ う に 述 べ て い る 。

高 コ ンテ クス ト文 化 にお ける コ ミュニ ケ ー シ ョン ・メ ッセー ジに は、 ほ とん どの情 報 が メ ッセ

ー ジそ れ 自体 に含 まれ る。 一 方 、 コー ド化 され た り、 メ ッセー ジの一 部 だ けが伝 え られ た りこ と

は ほ とん どない。 低 コ ンテ クス ト文化 にお け る コ ミュニ ケ ー シ ョ ンはそ の反 対 で あ る。情 報 には

明確 な コー ドが与 え られ てい る。

低 コンテクス ト文化の程度が最 も低 い国々は、 ドイツ、 スイス、アメリカ、スウェーデ

ン、 ノルウェイ、 フィンラン ド、デ ンマーク、カナ ダであ る(Hall1976,1984)。 これ ら

の国々の文化は、アリス トテ レスの論理や直線的思考 を基 にした行為 システムを用いてい

る。 高コンテクス ト文化の程度が最 も高い国々は、中国、 日本、韓国、台湾、ネイテ ィブ

アメリカ ン、 アフ リカンア メ リカ ン、 メキ シカンアメリカ ン、 ラテ ン系 であ る(Hall

1976,1984)。 非言語的メ ッセー ジに強 く依存する高 コンテクス ト文化の コミュニケーショ

ンの例 として、 ほんのわずかな行動 さえも重要な意味を暗示 している日本の茶会が挙げ ら

れる。アメリカ人の中には、 日本人は決 して 「要点 を伝 えない」 と不満 を述べ る人 もいる

が、高 コンテクス ト文化では、要点に関連す るコンテクス トやセ ッティングを提供 しなが
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ら、要点を展開させ なければならないことを分かっていない(Hall1984)。

高コンテクス ト文化 におけるコミュニケーションは、一般的 に直接的であると捉 えられ

ている。一方、低 コンテクス ト文化におけるコミュニケー ションは、問接的であると捉 え

られている。高コンテクス ト文化 と低 コンテクス ト文化の相違に関する原理は4つ にまと

め られ る(AIlderson,Hecht,HooblerandSmallwood2002)。 第一に、言語的コ ミュニケ

ーシ ョンや明白なコー ドの使用は、低 コンテクス ト文化では より一般 に行 われている。第

二 に、高 コンテクス ト文化 と低 コンテ クス ト文化は、言語的コ ミュニケーションにおいて

強調す るところが同じで はない。第三に、低 コンテクス ト文化では、特に男性 は、高 コン

テクス ト文化の男性ほ ど、非言語的 コミュニケーシ ョンを捉 えない。最後 に、高 コンテ ク

ス ト文化にお ける人々は、相手に、曖昧 な雰囲気、 ささいなジェスチ ャー、環境による糸

口か ら意味を理解するよう期待するが、低 コンテクス ト文化の人々はその ようなヒントを

容易には理解 しない(Hall1976)。

Hall(1976)とHallandHall(1987)は 、 日本は比較的高コンテクス ト文化であると

指摘 している。Chirapravati(1996)は 、タイ もまた高 コンテクス ト文化であると述べて

いる。 しか し、 日本文化 は世界で二番 目に程度の高 い高コンテクス ト文化であるので、 タ'

イ文化 よりは程度の高い高 コンテクス ト文化であると言える。

この概念は、それぞれのコンテクス ト文化 におけるコマーシャルの長さや コミュニケー

シ ョン戦略にも反映 させ ることがで きる。Taylor,MiracleandChang(1994)は 、 よ り

視覚的なもの に訴 える高 コンテクス ト文化では、言語的なメッセージをより好 む低 コンテ

クス ト文化 よ り、 コマーシャルの長 さが短い傾向があるとい う結果 を提示 している。

Wel1(1986)は 、 グローバ ルな広告主に対 して、 こうしたコンテクス ト上の差異に注意

を払 う必要性 を強調 している。高 コンテクス ト文化 では、関係性が重視 され、直感的に物

事が捉 えられるが、低 コ ンテクス ト文化 では、個人的な行為に分析 的な目を向ける。高 コ

ンテクス ト文化 と低 コンテクス ト文化によって、異 なるコ ミュニケーションのスタイルが

期待 され る。特に、高コ ンテクス ト文化の広告 は、雰囲気 をより重視 し、逆に商品を軽視

しがちである。この ようなコミュニケーシ ョン上の相違 は、高コンテクス ト文化である日

本 と、それよ りは低いコンテクス ト文化であるタイの広告戦略の違い にも現れるはずであ

る。雰囲気 を重視する高 コンテクス ト文化の広告は、おそ らくよ り変形的 な(変 化 させる

力のある)戦 略を用いる傾向がある。感情や関係性 を消 費者 に対 して与 えるためである。

そ して、広告では、 ソフ トな販売方法が採 られ るかもしれ ない。一方、低 コンテクス ト文

化の広告戦略は、おそ らく情報的な戦略 を採 るであろう。消費者に対 して、直接的にその

商品の利点 を知 らせるためである。 日本 はタイよりは程度の高い高コンテクス ト文化であ
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るため、日本の広告の方が感情的戦略 をよ り多 く使用 し、コマーシャルの長 さは短いだろ

うと予測で きる。 しか し、その相違の程度は、 日本と欧米の広告(ア メリカなど)ほ どは

大 きくないか もしれない。

4.広 告理 論 と製 品関 与概 念

Vaughn(1980)は 、広告理論を年代順 に4つ に分 けて定義 してい る。

1.伝 統的広告理論

広告の効果 に関す る4つ の要素一経済、反応、心理、社会一が市場 において注 目されて

いた。 これ らの理論は1950年 代 において もっ とも典型的 なものであった。

2.消 費者行動モデル

多 くの消費者行動モデルは1960年 代初頭に発展 した。

Purchase

Conviction

Preference

Liking

Knowledge

Awareness

図3:消 費者行動モデル

さ ら に 、Robertson(1971)は 、 初 期 の モ デ ル の 主 要 な 箇 所 を 取 り上 げ 、 修 正 し た

summaryadoptionプ ロ セ ス モ デ ル を提 示 した 。
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Adoption

Trail

Legitimation

Attitude

Comprehension

Awareness

図4:Summaryadoptio11プ ロ セ ス モ デ ル

図中の点線は、結果を変える可能性のあるフィー ドバ ックを指 してお り、消費者は以前

の経験か ら学ぶことができ、購入パ ター ンの意識 を変 えることもできる。

3.最 近の展開

新 しい理論は、消費者関与 とBrainSpecializationに 注 目して展 開されている。そ うし

た理論では、広告に対する反応 はコミュニケーシ ョンに関連する思考や感情 によって異 な

ると考え られている。

4.FCBモ デ ル

上 で 述 べ た 伝 統 的 な 理 論 と 、 消 費 者 関 与 やbrainspecialization理 論 が 一 緒 に な っ た

LERAN-FEEL-DO階 層 モ デ ル と を 統 合 す る 構 造 を 提 示 す る た め に は 、 新 し いFCB

(Foote,Cone&Belding)ア プ ロ ー チ が 広 告 戦 略 に 必 要 と な る。 そ の た め に は 、 製 品 とサ

ー ビ ス を 分 類 す る た め の マ ト リ ッ ク ス を作 成 す る 必 要 が あ る(Vaughn1980)。 主 なFCB

モ デ ル の カ テ ゴ リー は 、 「思 考 」 と 「感 情 」、 そ れ か ら 「高 関 与 」 と 「低 関 与 」 で あ る 。
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思考 感情

高関与

1. Informative (Thinker)

Car-House-Furnishings-

New Products 

Model: Learn-Feel-Do 

Creative: Specific Information 

Demonstration

2. Affective (Feeler)

Jewelry-Cosmetics-Fashion 

Apparel-Motorcycles 

Model: Feel- Learn-Do 

Creative: Executional 

Impact

低関与

3. Habit Formation (Doerl 4. S lf-Satisfaction (Reactor

Food-Household Items 

Model: Do-Learn-Feel 

Creative: Reminder

Cigarettes-Liquor-Candy 

Model: Do-Feel- Learn 

Creative: Attention

図5FCBモ デル

この理論 によれば、製品関与は広告戦略 と関係 している。各国における広告戦略を分析

するためには、製品関与 を分類する必要があるだろう。

5.日 本 とタイのメデ ィア と広告の一般的状況

具体的な両国の広告戦略の考察に入る前に、

告の実態について簡単にみてお きたい と思 う。

日本 とタイにおけるメディア状況お よび広

5.1タ イの広告の歴史と産業

メディアの発明によって歴史を分類すると、 タイの広告の歴史は3つ の時代一印刷時代、

ラジオ時代 、テ レビ時代一 に区分す ることがで きる(TheAdvertisingAssociationof

Tha皿and2002)。 タイの広告のスタイルは、メデ ィア、テクノロジー、経済の発展にともな

って、時代 ご とに変化 して きた。 第一の印刷時代 に、最初 の タイの広告が1845年2月

(KingRamaIII)、 アメ リカ人宣教師によって設立 された印刷会社DanBeachBradleyに よ

って初めて制作 され、タイの新聞Bαπgん0ゐRecor漉rに おいて登場 した。第二の ラジオ時代

では、1900年 にラジオがタイに紹介 され、1930年 に初めて放送された。第三のテ レビ時代で

は、テレビが放映されると、タイの広告の歴史は突然変化 した。 タイのテレビが初めて放映
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されたのは、チャンネル4、Bα ㎎K勧 πPm配 で、50年 以上前である。 タイでテレビが誕生

した後、広告の経費は増加 し、海外か らの広告会社のシステムがタイの広告市場に導入 され

た。その当時、広告専門家のほとんどは多国籍広告会社で働いている外国人だった。

産業成長の観点か らタイの産業の歴史を分類す ると、 タイの広告産業 は3つ の明確 な時

期一 海外時代(1943-1976)、 タイ時代(1977-1987)、 成長時代(1988一 現在)一 を経験

している (The Advertising Book 1999;

Punyapiroje, Morrison , and Hoy 2002).

The Adve rtising Association of Thailand 2002;

タイの産業の歴 史における急激な成長期 に、 タイの広告産業は、海外の関心を集め、海

外 資本や 企業 に独 占 された。第一の 「海外時代(1943-1976)は 、 アメリカ人で ある

Groake氏 が、今はもうなくなって しまったGroα ε々Adひer≠`8`ηg㎏eηcッを設立 した時に始

まった。 これに続 き、様 々な国際的な広告会社が タイに支店 を開 き、 タイの広告産業を独

占 し始めた(Chirapravati1996)。 第二の 「タイ時代(1977-1987)」 では、多国籍 クライ

ア ントを扱 う広告会社で トレーニ ングを受 けた多 くのタイの広告専門家が、自らの広告会

社 を設立 した。第三の現在に至 る時代は、広告経費の劇的な増加 により、広告産業の 「成

長期」 と考え られる。多 くの新 しい多国籍企業が タイで成長 し、自国 と海外の クライア ン

ト両方の必要性 を満たすために急速 に拡大 した(Chirapravati1996)。 日本企業 もタイで

製 造業 の大 多数 を所有 し信頼 され てい るが、 欧米企 業が タイの広告 産業 を独 占 した

(Chirapravati1996)。 今 日では、 タイの広告会社は、1997年 におけるタイの経済危機 と

グローバ リゼーシ ョンの生 き残 りのために、適切 な方法 を模索 している。

5.2日 本の広告の歴史 と産業

松本(1973)に よれば、 日本広告の歴史は、古代か ら江戸時代の広告、明治時代の広告

と大正 ・昭和時代 の広告 に分類 される。 そ して、メディアの発展 によって、 日本の広告の

歴史は、2つ の時代一 印刷時代 と放送時代一 に分類す ることが できる(Moeranl996)。

ここでは、重要な出来事を簡潔 に説明す る。

第一の印刷時代においては、新聞の出現以前 と以後の印刷広告 には1つ の違いがある。平

安時代(794-1185)で は、広告 は、店頭の暖簾 に描かれる巻物だった(Moeran1996)。 新

聞の出現後、新聞は日本の広告産業の発展 に貢献 した。 日本 における初めての広告(新 聞)

会社、㎞ 嗣b一働 履 は1880年 に設立されたが、現在はな くなっている(Udomchan1998)。

第二の放送時代においては、1925年3月22日 、ラジオが 日本で初めての放送マスメデ ィ

ァ となった。 日本で初めての実験的テ レビ番組の生放送は、1951年 にNHK(日 本放送協
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会)に よって放送 された(Moeran1996)。1955年 か ら1995年 にわたって、 日本における

広告経費は全体的年間成長を記録 し、経済の発展 と平行 して増加 していった。 また、アメ

リカの企業 に独 占されて きた広告産業を持つその他の国と違って、 日本は強力で独立 した

広告会社を築 き、維持 して きた(Moeran1996)。

日本の広告会社 は、 日本の 「文化産業」 を統制す るのに強力 な影響力を持っていると言

える。 タイの広告産業で はこのようなことはない。 また、 日本の広告産業の もう1つ の特

徴 は、広告会社 における会計管理の競争であろう(Moeran1996)。

2002年 までに、電通は世界で5番 目の広告会社に成長 した。8位 と10位 に位置する博報

堂 とアサツーに先導 されているその他の 日本の広告会社4社 もすべて、世界の広告組織の

トップ20に 入っている。下の表における会社は どれ も、2002年 の収入によってラ ンク付け

され、グループ会社 を持つ世界の トップマーケテ ィングサービスである。

表1 : World's Top 20 Advertising Organizations

売上高
順位 Advertising Organization 本社

(Worldwide Gross Income)

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20

Omnicom Group New York 7,536

Interpublic Group of Cos. New York 6,204

WPP Group London 5,782

Publicis Groupe Paris 2,712

脳 棘 2,061

Havas Surenes, France 1,842

Grey Global Group New York 1,200

角r囎 棘 861

 ordiant Communications 

Group

London 788

ア ナソ ーデ イ ・ク イ 鯨 340

TMP Worldwide New York 

Minneapolis 

London 

Deerfield, III 

Boston

335

Carlson Marketing Group 328

Incepta Group 241

Protocol Marketing Group 225

Digitas 204

舷 フし販 192

,庶療工 一ジ ェ ンシ ー 鯨 180

Maxxcom Toronto 170

Cheil Communications Seoul 165

資料

George P. Johnson Co.
Auburn Hills, 

Mich.
149

Advertising Age's Agency Report 2003, www.AdAge.com

Notes: Figures are in US . dollars in millions.
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さらに、島村(1997)に よれば、 日本の広告研 究の歴史 は、戦後復興期 の広 告研 究

(1945-59年)、1960年 代 の広告研究(1960-69年)、1970年 代の広告研 究(1970-79年)と

1980年 以降の広告研 究(1960-96年)の 四つに大 きく分類 される。

5.3タ イと日本の広告産業の比較

タイと日本における広告産業は、多 くの局面で異 なっている ように思われ る。 第一に、

日本 とタイにおける広告市場 の大 きさは非常に異なっている。 日本は世界で2番 目に多額

の広告経費を費や し、 日本はアジアで最も大 きな広告市場である。 日本の広告経費は1996

年 において36億USド ル以上 にもな り、次 に大 きな市場 である韓 国の経費よ りも6倍 以上

高い。 日本の地域独 占は下記の表の通 りである(AdvertisingAssociation1998)。

表2:ShareofAsianAdspelldbyCountry1996

国

バ ン グラデ シュ

中国

香港

イン ド

イン ドネ シア

θ本

マ レー シァ

フ ィリピ ン

パ キス タン

シンガ ポー ル

韓国

スリラ ン カ

台湾

タイ

合計

Adspend(US$m)

18

1,687

1,954

1,205

1,453

39,124

797

521

86

742

4,918

26

3,207

1,376

57,144

Share(%)

0.03

2.95

3.42

2.11

2.60

68.47

1.39

0.91

0.15

1.30

8.16

0.09

5.61

2.41

ioo.o

資 料:WbrJ(JAdひ εr'`8加871reπ{Js1998.

1996年 には、 日本の広告市場 はタイの広告市場 よりも28倍 以上 に成長 している。 日本の

広告経費は、アジアで費や されたすべての広告経費の68%以 上にもなる。一方、 タイは第

7位 で2.41%だ った。

市場の発展 を図る指標 として、1人 当た りの広告経費が挙げ られる。1人 当た りの広告

経費が高い ということは、 より発展 した市場 を意味す る。 アジアの市場は3つ の主要なグ
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ル ー プー 発 展 済 み 、 発 展 中 、 未 発 展 一 に 分 類 す る こ と が で き る(AdvertisingAssociation

l998)。 日本 は 「発 展 済 み 」 の 市 場 と 言 え る 。 日 本 の1人 当 た りの 広 告 経 費 は 、280USド

ル以 上 で 、 世 界 で4番 目で あ る 。 一 方 、 タ イ は 「発 展 中 」 の 市 場 と言 え る 。 タ イ の1人 当

た りの 広 告 経 費 は 、 た っ た27USド ル で あ り、 日 本 よ り も10倍 以 上 少 な い 。

表3 : Ad spending per Capita

Country

香港

θ本

シン ガポ ー ル

台湾

韓国

マ レー シア

タイ

フ ィリピ ン

イ ン ドネ シア

中図

ス リ ラ ンカ

イン ド

パ キ ス タン

バ ン グラデ シュ

%change

348.1

288.2

265.0

152.3

118.0

44.6

27.0

9.0

9.0

i.s

1.5

1.9

0.7

o.a

世 界 ラ ンク嚢

s

4

7

22

27

40

49

59

60

69

71

72

74

79

資料 World Advertising Trends 1998.

しか し、成長の規模か ら見れば、 タイの市場における広告経費は、1987年 か ら1996年 の

間で300%以 上 も成長 し、世界で6番 目となっている。一方、 日本の市場は26%の 成長率

で、世界で36番 目である (World Advertising Trends 1998).
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表4 : Ad spending Growth 1987 - 1996

国

中国

イ ン ドネ シア

タイ

マ レー シア

韓国

フ ィリ ピン

シ ンガポ ール

イ ン ド

台湾

香港

∠7本

change

896.0

645.9

328.8

325.0

208.3

194.7

177.2

175.4

153.1

103.6

zs.a

世界 ラ ンク禽

1

3

6

7

11

13

lfi

is

20

22

36

*Countries ranked by real-terms growth between 1987 and 1996 .

資料 World Advertising Trends 1998.

タイと日本の広告産業の第二の相違 は、産業の独 占であ る。 タイの広告産業 は欧米の広

告代理店によって支配 されて きたが、 日本の広告産業は 日本の企業に よって発展 して き

た。

表5タ イの主要広告会社上位10社(2000年)

順位

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

広告会社

LowsLintas&Partners

J.WalterThompaon

Oglivy&Mather

PrakitPublicis

McCann-Erickaon

FCBWorldwide

DentsuYoungandRubicam

SPAAdvertising

LeoBurnett

Dentsu

売上 高r100万 バ ー ツノ

4,400

3,240

3,042

2,200

2,100

2,100

2,000

1,900

1,800

1,750

資 料:AdvertisingAgencyRegister2000

(36バ ー ツ=100円 、2004年)

(電 通 広 告 年 鑑1011'02,2001)

上記の タイの広告会社の表によると、 タイの広告産業は海外 の広告会社 によって独 占さ

れて きた。 タイの広告会社 トップ10の リス トでは、海外 の広告会社 が関わっていないタイ

の広告会社 はたった1社 だけである(SPAAdvertising)。 タイにおける先導的な広告会社
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10社 の うち8社 は海外の企業である。 タイの広告産業 における市場占有率の観点か ら見れ

ば、広告会社 トップ10の83.29%が 海外企業のシェアであ り、その うち68%が 日本 とタイの

提携か ら独立 した欧米の シェアである。 さらに、この トップ10リ ス トにおける8社 の広告

会社だけが、 タイ市場 における広告の総経費の40.03%を まかなっている(2000年 のタイに

おける広告の総経費は51038millionバ ーツである)。 一方、 日本の広告産業は 日本の広告

会社 によって先導 されている。

表6日 本の主要広告会社売上高(2000年)

順位

1

2

a

4

5

6

7

S

9

10

会社名

電通

博報堂

アサ ツーデ ィ ケイ

東 急 工一 ジェ ン シー

大広

読売広告社

1&S/BBDO

JR東 日本企画

McCann-Erickson

朝 日広告社

総売上げr100万 勘

1,475,780

740,214

340,889

196,842

158,196

117,249

100,246

91,753

79,213

60,424

資 料:電 通広 告年 鑑1011'02,2001

タイの広告産業 とは対照的に、 日本における先導的な広告会社10社 のうち8社 は日本の

会社である。 日本で最 も大 きく、世界で第5番 目の広告会社である電通 は、 日本の広告の

総経費の4分 の1を 賄っている。 日本企業 トップ10の 広告量の94.66%は 、 日本の広告会社

によって管理 されている。 この トップ10の リス トにおける8社 が、 日本における広告の総

経費の52.07%を 受け持っている(2000年 における広告の総経費は61,102億 円)。 タイの広

告産業はその他の世界の国々と同 じように欧米の企業に独 占されてきたが、 日本企業は 日

本の広告市場 を先導 して きた。 このことは、両国の広告のス タイルにも影響 を与 えてい

る。

第三のその他の分野における相違 は、広告会社の運営や組織 である。 日本企業や広告専

門家は、番組の内容に対 してさえ直接的な統制 を行使することがで きる(Morean1996)。

タイの広告会社 には、この ような関係 や権利 はない。日本の広告会社の もう1つ の特徴は、

クライアン トの会計 システムの分離である(thesplitaccountsystemofclient)。 日本で

は、同 じ広告会社が同 じクライア ントのために働 くことがで きる。 タイではそういったこ

とはできない。
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このような相違 にもかかわらず、 日本 とタイの広告産業には類似点 もい くつかある。両

国の 広 告 会社 は、 そ の他 の世 界 の 国 々 と同様 に、IMC(IntegratedMarketing

Communication)を 概念 として、「十分なサービスを提供す る広告代理店」 を目指 してい

る。 さらに、 グローバ リゼーションの概念の浸透によって、両国 ともに、 グローバ ルレベ

ルで広告を大量 に制作 している広告 グループか らも影響 を受けている。

6.調 査の方法

今回の考察にあたっては、以下の3つ の視点か ら分析 を行った。つま り、 日本およびタ

イにおける広告専門家への インタビュー、お よび、具体的な広告サ ンプルの収集 と分析、

さらに、 この広告サ ンプルを基に した受け手のイメージについて調査である。研究戦略 と

しては、以下の図6に 示す ように、送 り手、 メッセージ、受け手 に焦点 を当て、広告の

「メッセージ」 に注 目す る。

送 り 手:

広 告専 門 家へ の イ ンタ ビュー

メ ツセ ー ジ:

具体的な広告サ ンプルの収集 と分析

受 け 手:

受 け手の イ メー ジ分析

図6=研 究戦略

以下、それぞれについて、調査の具体 的な内容について述べる。

(1)広 告専門家へのインタビュー

各 国における広告 システムを理解す ると同時に内容分析 の結果を解釈す るために、「送

り手」に関 して、日本 とタイの広告専門家それぞれ4名 に徹底的なインタビューを行った。

インタビューで用い られる表現や言葉によって、調査者がインフォーマ ン トの生活、経験、

または状況を把握 し理解す ることである(Taylor1994)。

インタビューの長 さは60分 か ら90分 であった。イ ンタビューを行った筆者はネイティブ

のタイ人であるため、 タイと日本の参加者の うち、タイ人の参加者にはタイ語を日本人の

参加者 には日本語を使用 した。
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タイ で は 、 筆 者 の 個 人 的 な 人 脈 か ら、 仕 事 の 要 職(Accountmanagementdepartment

とCreativedepartment)お よ び 広 告 にお け る 経 験 を基 に 、4人 の タ イ 広 告 専 門 家 を 選 び 、

イ ン タ ビ ュ ー の 協 力 を 要 請 し た 。 参 加 者4入 は 、AccountDirector,Senior

CommunicationsDirector,SeniorArtDirectorとSeniorCreativegroupDirectorで あ

る。 ほ と ん ど の 人 が 広 告 ビ ジ ネ ス に8年 以 上 携 わ っ て い る。 う ち 一 人 は 、 タ イ と ア メ リ カ

の 広 告 会 社 の ジ ョ イ ン トベ ンチ ャ ー 企 業 で 働 き 、 一 人 は 日 本 の 企 業 、 一 人 は ヨー ロ ッパ の

企 業 、 一 人 は ア メ リ カ の 企 業 で 働 い て い る 。 広 告 会 社 は す べ て タ イ の バ ン コ ク に あ る 。

日本 に お け る 参 加 者 は 、 日 本 の 大 学 の 教 授 の 方 々 の 推 薦 に よ っ て 募 られ 、 仕 事 の 要 職

(AccountmanagementdepartmentとCreativedepartment)お よ び 広 告 に お け る 経 験 を

基 に 選 ば れ た 。 参 加 者4人 は 、StrategicPlanningSupervisorとGroupCreativeDirector

で あ る 。 参 加 者 は 広 告 の ビ ジ ネ ス に15年 以 上 携 わ っ て い る。 う ち三 人 は 日本 の 広 告 会 社 で

働 き、 一 人 は 日本 と ア メ リ カ の 広 告 会 社 の ジ ョイ ン トベ ンチ ャ ー 企 業 で 働 い て い る 。 広 告

会 社 は す べ て 関 西 地 域 本 部 で あ り 日本 の 大 阪 に あ る 。

(2)具 体的な広告サンプルの収集と分析

研究対象 としての広告サ ンプルの収集について説明する。2003年8～9月 、2004年5～

7月 の期間にわた り、各国において最 も視聴率の高い3つ のチ ャンネルで、プライム タイ

ムに放映された番組か ら収集 したものを、広告サンプルとして用いる。毎 日、各国か ら1

つのチャンネルをランダムに選び、一週間のすべての曜 日を含 む日を 「constructedweek

method」 を基 に選ん だ。それぞれの国で同 じサ ンプ リングの 日を使 う。 コマー シャル

(56時 間番組)は すべ て、製品 カテ ゴリー、長 さ、全体的 ・特 定的戦略の分析 のため に、

コー ド化 し、SPSSを 用いて分析す る。

広告 される商品に関 しては、広告商品の特徴 を標準化 するため、マーケテ ィング理論 に

基づ き、分析の段階ですべてのサ ンプルを二つの グループー有形商品 と無形商品一に分類

した。有形商品(品 物)は 、商品関与理論に基づ き、次のように分類 される。

(1)高 関与(highinvolvement):自 動車1自動車部品、家庭用電化製品1家具

(2)中 関与(mediulninvolvement):娯 楽品1玩具、化粧品1衣類、アルコール類!タバコ

(3)低 関与(lowinvolvement):家 庭用品、飲食物

一 方
、 無 形 商 品(サ ー ビ ス)サ ンプ ル は 、 以 下 の4つ に 分 類 さ れ る 。

(1)サ ー ビ ス
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(2)イ メージ向上

(3)小 売販売

(4)そ の他(テ レビ番組のプロモー ションな ど:こ のカテゴリーは分析には含めない)

日本 とタイにおける広告の長 さの特徴 には3つ の タイプがある。サ ンプルは以下のよう

にグループ化 し、 コー ド化する。

(1)15秒 間広告

(2)30秒 間広告

(3)60秒 間広告

(4)そ の他(分 析には含めない)

また、広告戦略は、商品情報 な どに焦点 を絞った 「情報提供型広告(Informational

advertising)」 と ブ ラ ン ド ・イ メ ー ジ な どに か か わ る 「印 象 付 加 的 広 告

(Transfbrmationaladvertising)」 の二つに大 きく分類 される。 この二つの分類に従って、

広告戦略 を図7の ように整理することができる。この整理に基づいて、考察を加えた。

広告 の サ ンプ ル

塗炊 Informational Transformational

雑定 ・ Hyperbole 

Preemptive 

USP

Brand image 

User image 

Use occasion

図7:研 究 における全体 ・特定ス トラテジーの分類

情報提供型広告(lnfbrmationaladvertising)と は、事実に基づ く情報 を表現す る広告

のことである。そ うした広告を通 して、消費者はある事柄の正否 を確認で きるようなデー

タを与 えられる。情報提供型広告の中では、Hyperbole広 告 とは、一見、一般 的事実 に基

づ くように見 えるが、そ うでない広告 を意味す る。そ して、Preemptive広 告 とは、客観

的に確認できる事実が含 まれているが、その事実は比較 の基準で もな く、特徴 的であると

い うことを示す ものではない広告 を指す。さらに、USP広 告 とは、広告の主要なメッセー
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ジとして、他の商品とは異なる広告商品の独特 な販売要素(USP:UniqueSellingPoint)

を用いている。

一方、印象付加的広告(Transfbrmationaladvertising)と は、effbct-basedブ ランドの

使用に特別にポ ジティブな経験が与 えられているような広告のことである。印象付加的広

告の中では、ブ ランドイメージ広告 とは、肯定的かつ期待通 りの方法で消費者にブラン ド

イメージを与 える広告のことである。そ して、ユーザーイメージ広告 とは、その商品を使

用 している、または使用す るであろう消費者に特徴的なイメージを与 える広告の ことであ

る。 さらに、使用機会広告 とは、主にいつ、 どこで、なぜ、 どのように商品が使用 されて

いるかを伝達する広告のこ とである。

(3)受 け手のイメージ分析

テレビコマーシャルのサ ンプルコーディング計画の信頼性 を維持するため、 また両国の

視聴者の立場 にたって広告戦略 における文化の相違を理解す るため、さらに内容分析の結

果を解釈するために、 日本人視聴者10名 とタイ人視聴者10名 に対 して徹底的なインタビュ

ーを行った。

インタビューの長 さは45分 か ら60分 であった。前述の通 り、筆者は、 タイ人の参加者に

は タイ語 を、 日本人の参加者には日本語を使用 した。

日本 とタイにおける参加者は個人的 な人脈で募 られた。年齢、性別、 タイ語 ・文化 また

は 日本語 ・文化 の理解 度を基 に、 日本人参加者10名 とタイ人参加者10名 を無作為 に選び、

インタビューへ の協力 を要請 した。

インタビューでは、二つのインタビュー形式、一般的なインタビュー形式 と信頼性 を維

持するための広告戦略チェ ック形式 を用いた。

インタビューで参加者に見せる広告サ ンプルは、2003年 と2004年 における日本 とタイの

テ レビコマーシャル1817個 か ら10%を 無作為に選んだ。各国および各年における広告のサ

ンプル数は約450個 であるため、各 国お よび各年か ら45個 の広告 を無作為に選び、その国

の参加者5名 に広告分析 を行 うよう依頼 した。計180個 の広告のサ ンプルが選ばれ、再度

分析 された。参加者による分析 の前に、筆者 は、広告戦略の定義および分析 における広告

戦略の分類方法 について簡単に説明 した。さ らに、参加者は他国のテ レビコマーシャル30

個を見るように言われ、二国間の広告 における文化の相違についての質問が与えられた。
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7.分 析の結果

本調査による結果について、その概要を整理すると以下の ようになる。

(1)広 告専門家とのインタビューから

広告専門家 とのイ ンタビューに よれば、 日本 とタイの広告 には類似点 と相違点があ る。

広告制作の過程はあま り異 なってお らず、両国 ともクライアン トが広告を統制 してい る。

しか し、タイの広告の方が 日本の広告 よりもアメリカの広告の影響 を受けているように思

われる。グローバルクライア ン ト、海外スタッフ、欧米人か らのノウハ ウなどが例 として

挙げられる。タイにおける参加者全員、グローバルクライアン トとローカル クライアン ト、

両者 と働 いた経験 がある。 タイでは、標準化 と地域化広告が実施 されているが、 タイの広

告専門家 は、標準化 よりも、地域化が タイの広告に適 していると述べている。ローカル広

告 は、グローバル もしくは地方(東 南アジア)的 広告 よりも、 タイの視聴者にインパ ク ト

を与 えることがで きる。つ まり、ローカル広告 は、特に タイの人々に向けて制作 されてお

り、 タイの消 費者が容易 にそ して より深 く理解することがで きるか らである。例 えば、ア

ジア人は家族 を重要視 し、 タイ人はタイの王様 を大変愛 し尊敬 している。 タイ人は黒魔術

を信 じ、タイの農民 はフ ォークシンガーにな りたが っているなどである。 さらに、広告専

門家は皆、 タイ広告のアイデ ンテ ィティはタイスタイルにおけるユ ーモアであ り、 タイの

広告は面白 くて理解 しやす く、ユーモアがあると述べてお り、そのユーモアのスタイルは、

タイ人ののんびりとした精神に合っていると考えている。

一方、日本人専 門家 とのイ ンタビューによれば、タイの広告 会社 のクライア ン トとは異

な り、 日本のクライアン トのほとん どは 日本企業である。専門家の1人 はジ ョイ ントベ ン

チャー企業 で働いたことがあるが、 グローバルな得意先は市場活動 においてあま り活動的

ではなかった と報告 している。 また、インタビューの参加者は、 日本の広告会社 には外国

人がほ とんどいないことを述べている。このこ とは、日本の広告会社のほとん どは日本の

企業であ り、外国人を必要 としないことを反映 していると言える。 さらに、 このインタビ

ューか ら、 日本のコマーシャルではタレント広告、連呼型広告(感 情的戦略)と15秒 広告

が非常 に多い と認識されていることが分かった。
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(2)サ ンプルの考察 から

計1817の サ ンプル(日 本:999《55%》 、 タイ:818《45%》)の 内容 を分析 した。 日本

のコマーシャルには19、 タイのコマー シャルには24の 番組宣伝 コマーシャルが含 まれてい

た。 これ らは分析の対象 として見なさないため、最終サ ンプル数は、それぞれ980と794と

なる。1時 間ごとの日本の コマー シャルは平均35で タイでは28だ った。分析の結果、 日本

とタイの コマー シャルともに、製品カテゴ リーの中で低関与製品(家 庭用品、食料 ・飲料)

が最 も多 く用い られていたことが分か った。 また、最 も多 く用いられているコマー シャル

の長 さは、 どちらも15秒 間であった。全体的戦略の最品数は両国 とも印象付加的である。

両国 とも印象付加的広告戦略か らブラン ドイメージを使い、情報戦略か ら独特の販売地点

(USP)の 戦略 を最 もよく用いていた。 日本 とタイのサ ンプル間における結果はほ とんど

同 じであったが、幾つかの点で異 なっていた。変数間の重要な関係はChi-Squaretestを

用いて分析 した。分析の結果を以下の表7に 示す。

表7:日 本 とタイのコマーシャルにおける製品カテゴ リー、長 さ、ス トラテジー(全 体 ・

特定)の 分析結果
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(3)受 け手のイメージ調査から

タイ人視聴者10名 と日本人視聴者10名 とのインタビューか ら、 日本 とタイにおける広告

戦略の信頼性 テス トの結果 は80%で あった。 タイの広告について、 タイ参加者の うち9名

は、 タイ広告が創造的である とい う理由で タイの広告が好 きだと述べている。 日本人参加

者9名 も、 タイの広告 は理解 しやすい とい う理由で タイの コマー シャルが好 きだと言って

いる。 また、 タイと日本の参加者 ともに、 タイの広告 は非常 に想像的で理解 しやすい、ユ

ーモアのある広告で、日本の コマー シャル よりもブラン ドを作 るのが上手い、製品だけを

見せる日本の コマー シャル よりも物語性があると指摘 している。 さらに、 日本人視聴者 と

のイ ンタビューか ら、 タイの広告は 日本の広告 よりも欧米化 されていることが分かった。

一方、 日本の広告 について、 日本人参加者8名 が 日本のコマーシャルが好 きだと述べ て

いるが、タイ人参加者4名 のみは日本の広告が好 きだ と言っている。タイ人のほとんどは、

日本の コマー シャルはナ ンセ ンス(情 報やス トー リーがない(感 情的戦略)、 タレン ト広

告が多い、広告が短い(15秒 間)だ と考えているため、 日本のコマーシャル を好 まない傾

向が見 られた。 タイ人参加者6名 は日本の コマーシャルが嫌いだ と述べてい るが、参加者

のうち何名か は、素早 いシ ョットの切 り替えやかわいいスタイルな ど多 くの点で、 日本の

コマーシャルに対 して好感を示 している。

この ように、広告専門家 と視聴者 とのイ ンタビューをより詳細に分析 した結果、 日本の

広告の特徴は感情的戦略 を用い、 タレント広告や15秒 広告が多い と結論で きる。一方、 タ

イの広告の特徴 は、 タイのユーモアが反映されたものであ り、創造的で、理解 しやすい と

言える。

8.考 察 と展望

本研究では、 日本 とタイのコマーシャルの類似点 と相違点をい くつか明らかに した。以

上の分析結果か ら、研 究課題 は次の ように答え られる。

1.日 本 とタイのテ レビコマーシャルで広告対象(製 品)に は違いがある。

2.日 本 とタイのテ レビコマーシャルの長 さには違いがある。

3.日 本 とタイのテ レビコマー シャルで用い られている全体 的戦略 と特定的戦略 には違

いがある。

第一の広告対象(製 品)の 違いは、経済 と市場の発展 の相違 によって説明することがで

きる。2000年 度の 日本のGDP(4,749,337millionsofUS$)は 、 タイのGDP(122,275
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millionsofUS$)よ り39倍以上 も高 く(ASEAN-JapanCentre2002)、 日本経済は タイ経

済よ りも発展 している。加えて、 日本は科学技術が優れた国である。その結果、 日本では

高関与製品がタイよりも多 く広告 されてい る(日 本:20.1%、 タイ:13.3%)。 一方、 タイ

のコマー シャルで は低 関与製品が 日本の コマーシャルよ りも多い(タ イ:50.9%、 日本:

44.3%)。 また、季節、文化、社会、購入決定などの要因が、メデ ィア視聴者 と消費者行動

の違いを示唆 しているとも考え られる。

第二に、 日本 とタイの広告で はコマーシャルの長さが異 なる。 これ は、Hall(1976)の

「コンテクス ト」の概念によって説明することがで きる。Hallに よれば、高コンテクス ト

文化では、低 コンテクス ト文化 よ りも、広告の長 さが短い傾向にある。特 に広告 における

コミュニケーシ ョンを比較すると、タイは 日本に比べて低 い程度の高コンテクス ト文化で

あることがわかる。 日本はタイよ りも高 コンテクス ト文化である。 したがって、日本はタ

イよ りも15秒 間の コマー シャルが多い(日 本:80.2%、 タイ:61.3%)。 これは、個人主

義 一集団主義 という文化的側面や、経済的 ・地理的観点か ら説明で きる。

第三に、情報的戦略 と印象付加的戦略の使用頻度 と、特定的情報的戦略 と特定的変形的

戦略の使用頻度 において、両国間では著 しい相違が見 られた。なぜ 日本のコマーシャルが

情報的戦略 よりも感情的戦略をよ り多 く使用 しているか を最 もよく説明で きるのは 「コ ン

テクス ト文化」の概念である。Well(1987)は 、高コンテクス ト文化では、コ ミュニケー

ションが 間接的になされる傾向があるが、低 コンテクス ト文化 では直接的で明示的であ る

と述べている。 また、L,in(1993)は 、高 コンテクス ト社会では、 コミュニケー ションの

目的は人間関係 と社会における合意 と調和であることを指摘 している。 この ようなコンテ

クス トでは、馴染み深い特定の記号 や図像が より効果的に商品イメージを伝 えることがで

きる。一方、低 コンテクス ト文化では、論理的な観念が環境や人々の思考 と行動 に影響 を

与えている。 日本は、 タイよりは高コンテクス ト文化であるため、 日本のコマーシャルは

タイのコマーシャル よりも印象付加的戦略 を多 く用いている(日 本:64.1%、 タイ:50.4%)。

さらに、これ らの相違点は、文化的側面における衝突または合意 を追及す ることによって、

また、不明瞭回避、ジェンダーの文化的概念における相違などによって説明できる。

コンテクス ト文化理論の観点に基づいた、広告戦略 と長 さの相違は以下の表のように表

す ことができる。
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日本 文化:高 コ ンテ クス ト文化

聞接 的 な コ ミュ ニ ケー シ ョン(非 言 語 コ ミュ ニ ケー シ ョ ンの 重 視)

日本の コマ ー シ ャ ルは短 時 間 に 印象 付 加的 なス トラ テ ジー を用 い る

図8コ ンテクス ト文化による日本のコマーシャルの分析

タイ文 化:高 コ ンテ クス ト文 化(し か し、 日本文 化 の 方が よ り高)

よ り直 接 的 な コ ミュ ニ ケー シ ョ ン

タ イ の コ マ ー シ ャ ル は 日本 の コ マ ー シ ャ ル よ り も 、

一 を 用 い て い る

よ り長時 間、 情報 的 な ス トラテ ジ

図9コ ンテクス ト文化 によるタイの コマーシャルの分析

次 に 、 考 察 と提 案 に つ い て述 べ る 。 日本 の 広 告 で は 、 消 費 者 に よ り快 適 か つ 安 全 な 感 覚

を 与 え る 企 業 イ メ ー ジ が 重 要 とな っ て い る(Tanaka1993)。 一 方 、 タ イ の ユ ー モ ア の ス

タ イ ル は 、 タ イ 文 化 に お け る 「sabai-sabai」(easy-going)を 反 映 して い る 。 「グ ロ ーバ リ

ゼ ー シ ョ ン」 つ ま り、3つ の 文 化 一 ア メ リ カ 文 化 、 日本 文 化 、 タ イ 文 化 一 の 融 合 が タ イ の

広 告 に は 表 れ て い る。 こ れ ら を ま とめ た の が 、 以 下 の 図10で あ る 。

∠7衣・

ア ジ アの 国

高 コ ンテ クス ト文化

日本 化

タ イノ

適 用

地 域 的 な 広 告

タイのユーモァのスタイル

ア メ グカ ノ

西 欧 化

ア メリカ広 告代理店 による支配

グローバル クライア ン ト

図10:タ イの広告におけるアメリカ文化 と日本文化 とタイ文化の混合
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グローバ リゼーシ ョン理論の観点か らみれば、 グローバ リゼーションと地域化の影響が

タイの コマーシャルに表れている。Punyapiroje、Morrison、Hoy(2002)は 、 タイの広

告は、表面上、西欧 と東洋のスタイルを容易に適用 していると述べている。アメ リカの広

告の論理的 ・認知的アプローチを、 日本の広告に特徴的 な"inyour飴ce"shockvalueと

結び付 けている。 しか し、それにもかかわらず、ユ ーモアの使用や肯定的でハイステータ

スなユーザーイメー ジや温かい人間関係の表現 などに、タイ文化を背景に した戦術的特徴

が表れている。また、Jory(1999)は 、 タイ広告を 「glocalization」 のサ ンプルとして定

義 して い る。 した が っ て、 タイの広 告 は、 グローバ リゼ ー シ ョン と地域 化 の 結合

(glocalization)の1つ の例であ ると言える。

また、製品関与 と広告戦略の関係を説明す る西欧のFCBmodelを 拒絶することになる。

西欧のFCBmodelは 、高関与商品に関す る広告は情報的戦略 を用いる傾向がある。一方、

低関与商品には感情的戦略を用いる傾 向があることを示唆 している。本研究のタイと日本

の コマー シャルの分析結果で は、全体的戦略 と商品関与の問には有意な関係が見 られ なか

った。 したがって、商品関与の タイプはFCBmodelの ような広告戦略 と関連が ない。 こう

した結果は、地域化の重要性を立証 し、 また、文化や人々の信条が異なるために、西欧の

理論がアジアやその他の地域には完全 に適用できないことを示 していると考 えられる。

日本 とタイのテ レビコマー シャルには上で述べた ような相違があ るため、二国間におけ

る広告の完全 な標準化 は難 しい。 しか し、異文化 間コミュニケーシ ョンの理論(Samovar

l998)に よって、両国の広告の特徴の共通性 を考慮 して、両国に最 も適 した広告のス タイ

ルを提案する とすれば、クリエイテ ィブで両国の人々にも分か りやすい15秒 のユーモラス

な広告であろうと思われる。 また、広告のロケーシ ョンは 日本 ・タイ共にそれぞれの独 自

性 を反映 したものが よいであろう。新聞や雑誌の広告に も、同様のテーマや戦略な どを適

用 させ るべ きである。両国で知 られている有名人がいれば、 日本 とタイ両国同時に タレン

ト広告の制作が可能であろ う。 また、 タレン トを両国で有名にさせ るために、テレビ ドラ

マや映画、音楽ビデオ、雑誌 などで彼 らをプロモー トす ることもで きるかもしれない。そ

うす れば、両国間の ドラマや映画、音楽あるいはそのほかの文化的交流における共同プロ

ジェク トも考えられ よう。
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感情戦略

∠7本の広浄

タ レ ン ト広 告

15一秒,ユ ー モ ア

分 か りや す い、

タ イの広6脅 雌 斎

タ イ ス タ イ ル の ユ ー モ ア、

ク リエ イ テ ィブ

てタ 〃 ン ん広'告ル

井遡,百

図11日 本 とタイの広告の共通点

また、 タイの広告にお けるJapanization(日 本化)に ついて、 タイにおける製造業の大

多数 を日本企業が占めているが、 日本の広告主 はタイでの広告をそれほど標準化 していな

い。Tai(1998)は 、 アメ リカとヨーロ ッパの企業 は広告 に地域的特徴 を採用す る傾 向が

あ り、一方、 日本企業はアジア市場 において差異化 された特徴を用いる傾 向があると報告

している。

現在、 タイでは、 日本語 を使用 している広告が多 く見 られる。例えば、ホンダ ・東芝 ・

日立 ・カルビー ・フ ァンタ ・オオイシ(日 本食 レス トラ ン)・ ユニ フ(Unif=緑 茶)・ サ

ル ト(Salt:歯 磨 き)な どである。 また、 日本の タレン トが以前 よりタイの広告に現れるよ

うになった。 タイでは、 日本のイメージは非常に良 く、人気があ り、政治的 リスクは低 く、

そ してメデ ィアでの有用性が高い。 したが って、 日本の広告主はタイでの広告を標準化 さ

せて、 日本企業のオリジナル性 を用いて、広告 を通 じて 日本文化 を広 げるべ きである。例

えば、タイの広告 に、 日本語や、 日本のタレントや日本の歌を使用 した り、 日本の シーン

を使った りす ることが考 えられる。 また、 日本 において も同 じ広告を使 うことがで きるで

あろう。さらに、 日本の広告代理店は、タイの広告産業に もっと投資をす るべ きであろう。

直接投 資だけでな く、 タイの広告代理店あるいはタイの多 国籍企業 とのジョイン トベ ンチ

ャーなども考 えられる。

しか し、実際には、商品 カテゴリーや商品のライフサイクル とポ リシー、そ して組織で

の経験 が、広告の制作 には影響す る。Tai(1998)が 述べているように、製品の タイプが

一般的なニーズであれば、 また、外国市場において製品に対す る同等の認識があれば、標

準化 されたス トラテジーが用 いられる傾 向があ るだろう。 また、あるブラ ンドが外国市場

において新 しいブ ラン ドとして紹介 され る場合、広告の標準化 は難 しいであろう。

それ とは対照的 に、日本の広告 におけるThainization(タ イ化)に ついては、 日本 にお

いて も、NTTド コモ、JCBカ ー ド、パナ ソニ ック(携 帯電話)な どの広告のように、ロ
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ケーシ ョンとして タイを選 び、タイの司会者 を起用 したコマー シャルがある。理解 しやす

い タイの広告を、 日本で放映することも可能である。 しか し、 タイの広告市場は 日本の広

告市場の約30分 の1以 下であ り、日本で タイの広告 をコントロールし標準化 させ ることは、

タイの広告主にとっては困難なことである。最 も適切 な方法 は、日本 とタイの問の文化的

交流 プログラムを推進させ ることであると思われる。

さらに、広告 における交流は、将来の両 国の協力関係において非常に重要 なもの となる

であろう。実行するべ きこととして、以下の ようなことが考えられる。

1.日 本とタイ(も しくは東南アジアにまで広げてもよいが)間 の広告の相互理解と知識

を創造 し推進できるような広告提携 を打ち立てる。例えば、 日本 とタイの間の広告連

携の協力であ り、両国の広告 に関する有名な大学の教授や学生の交流 などである。

2.学 術的そ して広告関係者双方のために、 日本 とタイの広告 についてのセ ミナーを開

催する。

3.日 本 とタイの広告間の知識の学術的交換が必要である。 なぜならタイにおける日本

広告の研究、日本におけるタイ広告の研究はそれほど展 開されていないか らである。

さらに、芸術 やマーケテ ィング、文化、 アジア研究な どの面において大学のカリキ

ュラムに、 タイにおいては 日本の広告研究、日本では タイの広告研究の科 目を提供

する。 また、 日本 とタイの広告 に関するテ クス トを作成する。両国の広告の翻訳 も

それぞれ に必要であろう。

4.日 本 とタイ(も しくはASEAN)の 間における広告賞を設立する。

5.日 本 とタイ(も しくはASEANあ るいはアジア)の 間における広告調査のための資

金を用意する。

6.一 般教 養科 目と してのア ジアの広 告研 究 を広 げるため に、"JournalofAsian

advertising"を 発刊する。願わ くは、アジアにおける広告理論を打 ち立てる。

最後に、今後の研究の課題 について述べたい。本研究で明 らか になった事象をよ り深 く

検討す るためには、アメリカと日本 とタイにおける広告の比較が必要であろ う。 また、今

後は、広告のテクス トだけでな く、広告専 門家や視聴者 とのインタビューのデー タを用 い

た分析が求め られるだろう。 さらに、異なるメデ ィアにおける広告の比較 も吟味されるべ

きであろ う。本研究 によって、 日本 とタイにおける広告の戦略 とその実施の比較 から、両

国における広告戦略に関す る理解が深 まることを望んでいる。
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  Cultural Differences in Advertising Strategy: 

Comparison between Japanese and Thai Television 

                 Commercials

Piya PONGSAPITAKSANTI

     This study revealed some similarities and differences in Japanese and Thai 

commercials. As research objectives, research problems can be answered as follows; 

     1. There are differences in the products advertised in Japanese and Thai 

       television commercials. 

     2. There are differences in the length of Japanese and Thai television 

       commercials. 

     3. There are differences in the overall and specific strategies used by Japanese 

       and Thai television commercials. 

     First, the differences in advertised products can be accounted for by economic 

and market development. In addition, the differences may also be an indication of 

differences in media audiences, consumer behavior in terms of purchase decision-

makers, season, culture, and society. 

     Second, Japan and Thailand also differ in the commercial lengths. This point 

can be explained by the concept of Context. Moreover, this issue can be accounted for 

by differences in cultural dimension of individual-collectivism, the economic 

perspective, and the geographic viewpoint. 

     Third, in the frequency of use of informational and transformational strategies, 

and of the particular informational and transformational strategies, the two countries 

were significantly different. Context culture is also one of the best explanations. 

Furthermore, these differences can be depicted by differences in cultural concept of 

confrontation or consensus seeking, uncertainty avoidance, and gender in cultural 

dimension. 

     As a recommendation, since there are cultural differences in Japanese and Thai 

television commercials, complete standardization of advertising between these two 

countries is not recommended. However, from the commonality of ad characteristics in
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these two countries, the suitable advertising style in both countries is the 15-second 

humorous advertising that is creative and easy to understand for Japanese and Thai 

people. Ad locations both in Thailand and Japan should reflect the uniqueness of each 

country. 

     By comparing strategies and implementation in Japan and Thailand, this 

research may contribute empirical evidence to the standardization debate in Asian 

countries and may create mutual understanding of aspects of advertising strategy in 

both countries.
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